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製品・システムの概要

先進性についての説明

保守・メンテナンス等の年間ランニング費用 約380,000

工場・事業場当たりの想定省エネ率 86.5

導入事例における費用対効果（年間）

約29,300,000１台又は１式当たりの想定導入価格（参考）

86.5設備・システム当たりの想定省エネ率

https://www.jtops.com

導入事例の省エネ量（原油換算：kl）

Ｊトップ株式会社

活性炭自動再生型排水処理設備

大阪府堺市中区東八田188番地1

排水処理工程、汚水処理工程、水処理施設、有機物生産工程

JSWC600A－2661（西暦年製作日）

エネルギー負荷設備(本体設備)

https://www.jtops.com

本技術は、従来の活性炭ろ過処理に加え、使用済み活性炭を設備から取り出すことなくオンサイ
トで自動再生する画期的な再生機能付きろ過処理システムである（特許第 4335292号）。

従来の活性炭ろ過処理では、活性炭が飽和するたびに設備から取り出し、再生または廃棄を行う
必要があったが、本システムでは活性炭を装置内に充填したまま繰り返し再生できるため、運搬
や交換に伴うコストを大幅に削減できる点が特徴である。再生原理は、約100℃の水蒸気を電気
ヒータで約400℃まで再加熱し、高温水蒸気として活性炭に噴射する。この高温水蒸気が活性炭
の細孔内に浸透し、吸着された有機物を脱離・一部分解させることで再生を行う。直接燃焼を伴
わない方式であるため、活性炭へのダメージが小さく、再生1回あたりの消耗率は約0.3％と極め
て低い。また、燃焼工程がないことから再生時のCO₂排出および燃え殻や灰等の廃棄物が発生せ
ず、環境負荷の低減にも寄与する。
　さらに、本設備はコンパクト設計であり、処理能力約200㎥/日の規模の場合、設置スペースは
W2m×D2m×H4m程度と小さく、設置自由度が高い。運用面では、原則メンテナンスフリーの設備
であり、再生により消耗した分の活性炭を補充するだけで運用が可能である。

導入可能な主な業種・分野

連絡先

会社名：Jトップ株式会社
電場番号：0725-51-3860　　FAX：0725-51-3861   E-mail：info@jtops.com
担当：仲喜・池田

導入対象となる分野・プロセス
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152.1

本技術の先進性は、使用済み活性炭を設備から取り出すことなく、オンサイトで自動再生可能と
した再生機能付きろ過処理システムにある。従来は活性炭を設備外へ搬出し再生・廃棄する必要
があったが、本技術により設備内での再生を実現し、運用形態そのものを大きく転換した点に特
徴がある。再生には過熱水蒸気を用いた非燃焼方式を採用しており、従来の高温燃焼再生と比較
して活性炭の損傷を大幅に抑制し、繰り返し使用を可能としている。また、燃焼工程を伴わない
ことからCO₂排出や廃棄物の発生がない点も従来技術にはない特徴である。これらの技術は、持
続可能性の高い製品として国連工業製品開発機構（UNIDO）のSTePP製品にも登録されている。

E.製造業 F.電気・ガス・熱供給・水道業 N.生活関連サービス業、娯楽業



製品・システムの概要・イメージ図

導入事例の概要・イメージ図

業種・分野 化学品工場 対象設備・プロセス 製品洗浄時に発生する洗浄液の処理例


